
 
  

【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成18年12月21日

【中間会計期間】 第19期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)

【会社名】 株式会社 イーウェーヴ

【英訳名】 Ｅ－ＷＡＶＥ ＣＯ.,ＬＴＤ.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  滝 澤 正 盛

【本店の所在の場所】 大阪市中央区安土町１丁目８番15号

【電話番号】 06-4705-3901(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  清 水 陽 子

【最寄りの連絡場所】 大阪市中央区安土町１丁目８番15号

【電話番号】 06-4705-3901(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  清 水 陽 子

【縦覧に供する場所】 株式会社 大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号）



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第17期より連結財務諸表を作成しておりますので、第17期中については記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) ― 2,460,110 4,133,855 4,125,514 5,568,487

経常利益 (千円) ― 105,516 196,106 196,312 297,883

中間(当期)純利益 (千円) ― 69,695 114,489 109,880 186,585

純資産額 (千円) ― 1,244,348 1,723,666 1,219,028 1,879,677

総資産額 (千円) ― 2,513,765 3,618,729 2,401,164 3,291,141

１株当たり純資産額 (円) ― 58,006.18 74,072.46 56,532.02 77,722.75

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― 3,253.46 4,920.03 4,950.93 7,979.89

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― 3,233.81 4,911.98 4,901.15 7,932.80

自己資本比率 (％) ― 49.5 47.6 50.8 57.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 170,517 121,910 118,728 293,127

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △103,508 △417,833 △220,787 △221,763

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 99,348 △187,548 △37,552 644,727

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 699,196 765,461 532,839 1,248,932

従業員数 (名) ― 376 546 363 390



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

３ 第17期中は平成16年５月20日付で１株につき３株の割合で株式分割(無償交付)を実施いたしました。 

４ 平成16年９月８日付で有償一般募集による増資(発行額４億61百万円、発行株式数2,500株)を実施いたしま

した。 

５ 平成18年１月27日付で有償第三者割当による増資(発行額５億円、発行株式数2,500株)を実施いたしまし

た。 

６ 第17期より連結財務諸表を作成しているため、それ以後の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動に

よるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

については記載しておりません。 

７ 第17期より連結財務諸表を作成しているため、それ以後の持分法を適用した場合の投資利益については記載

しておりません。 

  

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,932,763 2,094,979 2,672,352 4,125,514 4,802,443

経常利益 (千円) 92,924 107,125 153,542 197,745 274,681

中間(当期)純利益 (千円) 53,759 49,094 103,377 111,313 149,492

持分法を適用した場合 
の投資利益

(千円) 5,847 ― ― ― ―

資本金 (千円) 457,737 458,737 711,337 457,737 711,337

発行済株式総数 (株) 21,922 21,952 24,530 21,922 24,530

純資産額 (千円) 1,243,287 1,221,214 1,860,875 1,220,462 1,840,051

総資産額 (千円) 2,421,616 2,343,837 3,241,792 2,236,479 3,115,734

１株当たり純資産額 (円) 56,714.14 56,927.77 77,439.67 56,598.92 76,073.73

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 2,763.87 2,291.79 4,302.02 5,020.58 6,284.46

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 2,717.62 2,277.95 4,295.19 4,970.10 6,247.38

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 2,000 2,200

自己資本比率 (％) 51.3 52.1 57.4 54.6 59.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 147,412 ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △47,825 ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 284,909 ― ― ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 1,056,947 ― ― ― ―

従業員数 (名) 322 344 391 331 358



２ 【事業の内容】 

当社及び当社の関係会社(以下「当社グループ」という。)は、当社、連結子会社２社(トータルシステ

ムソリューション株式会社、株式会社イービックス)で構成されております。 

当社グループは、システム開発およびシステム機器販売を主な事業の内容としております。なお、当中

間連結会計期間から株式取得に伴い株式会社イービックスが当社グループになっております。 

  

 
  

(1) システム開発 

① ＥＲＰソリューション(注１、注２) 

当社グループは、顧客企業の基幹システム構築において、いくつかのＥＲＰパッケージを用いて、

その導入に至るフィットギャップ分析(注３)、企画からインプリメンテーション(注４)、アドオン

(注５)の開発ならびにシステムテスト、運用、保守サービスに至る全ての工程においてサービスを提

供しております。 

 当社グループは、大企業向けにＳＡＰ社製Ｒ／３(注６)ならびにＮＴＴデータ社製ＳＣＡＷ(注

７)、中堅企業向けにＳＡＰ社製Business One(注８)をＥＲＰパッケージとして採用しております。

また、ＥＲＰソリューションを推進するために、専任組織ならびに専任コンサルタント、システムエ

ンジニアを配するとともに、当社の自社内の新基幹システムとしてＮＴＴデータ社製のＳＣＡＷを採

用しております。 

 当社グループでの当ソリューションのコンセプトは、「顧客企業の基幹システムを部分最適から全

体最適へ、部門システムから経営者のシステムへ」、また「システムを構築することからシステムを

利用し顧客の経営生産性を向上させること」であり、単なるシステム構築という概念によらず、顧客

企業に利益を提供することにフォーカスすることであります。 

  

② Ｗeｂソリューション(注９) 

様々な業種、業務の顧客企業に対して、インターネット技術を駆使し、オブジェクト指向(注10)技

術による高い生産性、品質、メンテナンスビリティのあるシステム構築を提供しております。当社が

提供するシステムは、企業の基幹システムからコンシューマーが使用するインターネットアプリケー

ションまでと広範囲にわたっております。現在もこれらＥＪＢ(注11)を組み合わせてシステム構築に

再利用をしておりますが、今後は共通フレームワーク等も含めてさらなる生産性の向上を図ってまい

ります。 

 当社グループにおきましては、さらに当該ソリューションを推進するため、専任組織の編成、技術

ノウハウの集積等に務めてまいります。 

  

事業部門 内容

システム開発

ＥＲＰソリューション 
Ｗｅｂソリューション 
ＣＲＭソリューション 
アウトソーシングソリューション 
その他のソリューション

システム機器販売



③ ＣＲＭソリューション(注12) 

当社グループは、顧客に対して顧客指向性の最適化を目的とするリコメンドエンジンの構築をオブ

ジェクト指向技術を用いて、システム企画、プログラムの開発、運用および保守等のすべてのシステ

ムライフサイクルにわたって提供しております。このノウハウを集約し、Ｗｅｂサイトのコンテン

ツ・リコメンデーション機能に特化した商品であるRichContext(注13)を開発し、提供開始いたしま

した。RichContextはＡＳＰ(注14)事業として拡販に注力しております。 

 基幹システムの導入を終えている企業では、今後いかに売上・利益を増加させるか等、付加価値の

高いシステムの導入が求められております。当社は、そのような顧客ニーズを的確に捉え、当該ソリ

ューションを提供してまいります。 

  

④ アウトソーシングソリューション 

当社グループが受託開発を手がけた顧客企業を対象に、ホストシステム、Ｃ／Ｓシステム(注15)、

Ｗｅｂシステム等を預かり、当社で保守・運用管理を受託しております。前期には長野県松本市にデ

ータセンターを開設し、アウトソーシングおよびハウジング(注16)のサービスを開始いたしました。

顧客企業の基幹システムを預かることで、顧客の現状やニーズをいち早く掴み、システムのリニュー

アル時の迅速な対応も可能となるなど、顧客の囲い込みも狙いの一つであります。連結子会社のトー

タルシステムソリューション株式会社が顧客企業内で実施しているシステムの保守・運用もこれらに

含んでおります。 

  

⑤ その他のソリューション 

顧客企業のネットワーク構築をプロデュースするネットワークソリューション、携帯電話向けアプ

リケーションの開発を主とするＭＢＳソリューション(注17)や、これらに該当しないコンサルテーシ

ョン、開発、運用・管理までの一貫したシステム開発サービスの受託およびソフトウェアの設計、開

発ならびに保守の受託を行っております。 

 当社グループにおいては、顧客へ提供する技術傾向に関わりなく、現在その顧客にとって最適と考

える技術で業種別のソリューションを提供しております。 

  

(2) システム機器販売 

システム開発やコンサルティングサービスの一環として、ネットワーク関連機器、中・小型汎用コ

ンピュータからワークステーション、パーソナルコンピュータおよび周辺装置等、システム機器なら

びにこれに付随するソフトウェアプロダクツを顧客企業に対して販売しております。 

 また、子会社のトータルシステムソリューション株式会社は、システム機器販売を主としており、

中小企業を対象とした販売をもとに、システム開発の受注にも繋げております。 

  



当社に関する事業の系統図は次のとおりです。 

  

＜事業系統図＞ 

  

 

  



（用語説明) 

(注) １ ＥＲＰ 

Enterprise Resource Planning(経営資源利用計画)の略。企業内の全てのリソースを総合的に統括する情報システム論であり、

財務会計・人事等の管理業務、在庫管理等の生産業務、物流等の販売業務などの蓄積された情報を統一的にすばやく管理し、企

業活動の効率を最大限に高めるためのシステムとソフトウェア。 

２ ソリューション 

情報技術をベースとして、新しいビジネスモデルやシステム構築コンセプトなどを包括的に提供すること。 

３ フィットギャップ分析 

顧客の業務の進め方やシステム化の要望と、導入するパッケージ・ソフトウェアがどれだけフィット(適合＝fit)しているか、ど

れだけギャップ(差異＝gap)があるかをインタビューなどで明らかにしていく手法。 

４ インプリメンテーション 

ハードウェアやソフトウェアに新しい機能や仕様、部品などを組み込むこと。また、実際にその機能を組み込む際の手法も意味

する。日本語でいうと「実装」。 

５ アドオン 

アプリケーション機能を拡張すること。 

６ Ｒ/３は、SAP AGの登録商標または商標です。 

７ ＳＣＡＷは、株式会社ＮＴＴデータの登録商標または商標です。 

８ Business Oneは、SAP AGの登録商標または商標です。 

９ Ｗｅｂ(World Wide Web) 

インターネットで情報を共有するためのシステムのひとつ。単にＷｅｂとも呼ばれる。ＷＷＷ(ワールドワイドウェブ)は、イン

ターネット上でさまざまな情報を発信するためのしくみのことであり、文字だけではなく写真や音やビデオなども発信すること

ができる技術。 

10 オブジェクト指向 

ソフトウェア開発の考え方のひとつ。プログラムコードとそれに付随するデータをひとまとまりの単位として管理し、プログラ

ムの論理的な構造化を図る技法。 

操作手順よりも操作対象に重点を置く考え方であり、ソフトウェアの設計はデータ定義と処理内容を１つのオブジェクトとして

収め、ソフトウェアがそのオブジェクトに処理命令メッセージを送る形で作られる。ソフトウェアの構造がわかりやすくなり、

共同作業やプログラムの再利用が容易なため大規模なソフトウェア開発では主流の考え方となっている。 

11 ＥＪＢ 

Enterprise Java Beansの略。Ｊａｖａ言語でプログラム部品を作成し、それらをつなぎ合わせてアプリケーションソフトを構築

するためのJava Beans仕様に、ネットワーク分散型ビジネスアプリケーションのサーバ側の処理に必要な機能を追加したもの。

Ｊａｖａをビジネスアプリケーションで活用する際にサーバ側に必要な機能をまとめたEnterprise Java仕様の一部で、Ｗｅｂサ

ーバなどに実装されている。なお、Ｊａｖａとは、米国サンマイクロシステム社が開発したオブジェクト指向のプログラミング

言語であり。最大の特徴としては、プラットフォームに依存しない動作が保証されるという点にあり、ハードウェアやＯＳの違

いを意識せずに動作させることができる。 

12 ＣＲＭ 

Customer Relationship Management(統合顧客情報管理システム)の略。企業が顧客に対する価値提供のプロセスを全社的に再構

築して、常に個々の顧客に最適化した対応と製品・ サービスを効率よく提供するためのコンセプト。 

技術の進歩に伴って企業と顧客との接点は多様化してきており、企業内における円滑な情報還流や知識集約化をすすめるうえ

で、企業内情報管理の一元化のためのＣＲＭシステムが必要とされる。 

13 RichContextは、当社(株式会社イーウェーヴ)の登録商標です。 

14 ＡＳＰ 

ビジネス用のアプリケーションソフトをインターネットを通じて顧客にレンタルする事業者のこと。また、その仕組み自体を指

す場合もある。 

15 Ｃ／Ｓシステム 

分散型コンピュータシステムの一つ。プリンタ、モデムなどのハードウェア資源や、アプリケーションソフト、データベースな

どの情報資源を集中管理する「サーバ」と呼ばれるコンピュータと、サーバの管理する資源を利用するコンピュータ(クライアン

トと呼ばれる)が接続されたコンピュータネットワーク。 

16 ハウジング 

顧客の通信機器や情報発信用のコンピュータ(サーバ)を、自社の回線設備の整った施設に設置するサービス。「コロケーション

(collocation)」サービスとも言う。通信事業者やインターネットサービスプロバイダが行なっているサービスで、高速な回線や

耐震設備、安定した電源設備などを安価に提供することができる。業者によっては、機器の保守や監視を請け負うところもあ

る。似たようなサービスに「レンタルサーバ」があるが、これは、事業者が自社設備内に用意したコンピュータを借りて、複数

の顧客で共有するサービスである。ハウジングサービスでは、サーバなどの機器はすべて顧客が用意したものを使い、事業者は

場所と回線、電源などを提供する。 

17 ＭＢＳ 

Mobile Business Systemsの略。携帯電話、ＰＤＡに代表されるユビキタス化を実現するための技術のこと。 

  



３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 
  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

 ２ 当期中において、国内子会社の従業員数が123名増加しておりますが、増加の理由は主として株式会社イー

ビックスを連結子会社としたことによるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所 資本金(千円)
主要な
事業の内容

議決権の
所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

株式会社イービックス
長野県松本市 30,000 システム開発 100.0

システム開発

設備の賃貸借

役員の兼任 ３名

区分 従業員数(名)

提出会社 391

国内子会社 155

合計 546

従業員数(名) 391



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加や、雇用環

境の改善による個人消費の堅調により、景気は回復基調のうちに推移いたしました。 

 情報サービス産業におきましても、好調な企業業績に牽引される形で、売上の拡大が続いておりま

す。しかしながら、顧客ニーズの高度化と低価格化に加え、技術者の確保といった新たな課題も顕在化

してまいりました。 

 このような環境のもと、当社グループでは平成18年４月に信州名鉄運輸株式会社の子会社であった株

式会社名鉄システム開発(現社名：株式会社イービックス)の完全子会社化による増収効果や、首都圏で

の大型案件の受注が好調に推移した結果、当中間連結会計年度の売上高は4,133,855千円(前年同期比

68.0％増)、営業利益は196,585千円(前年同期比87.3％増)、経常利益は196,106千円(前年同期比85.9％

増)となり、中間純利益は114,489千円(前年同期比64.3％増)となりました。 

各事業区分別の概況は次のとおりであります。 

１) システム開発 

ＥＲＰソリューションにおきましては、前連結会計期間中盤から、Ｒ／３を主とした営業に転換し

営業活動に注力した結果、当中間連結会計期間において売上、利益ともに目標を達成することができ

ました。またＷｅｂソリューションにつきましては、首都圏を中心に一括案件の受注が増えた結果、

目標を大幅に上回る結果となりました。子会社につきましても、トータルシステムソリューション株

式会社に加え、当中間連結会計期間から連結対象となった株式会社イービックスの両社の業績が順調

に推移した結果、売上・利益ともに目標を達成することができました。 

２) システム機器販売 

連結子会社であるトータルシステムソリューション株式会社が主とする機器販売に加え、当社でも

平成17年10月の営業譲受以降、機器販売の販路が拡大し、売上・利益ともに拡大いたしました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ483,470千円減少

し、765,461千円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

法人税等の支払による支出(131,793千円)、たな卸資産の増加(107,584千円)があったものの、税金等

調整前中間純利益(194,832千円)の計上に加え、仕入債務の増加(148,237千円)等により営業活動の結果

得られたキャッシュ・フローは121,910千円(前年同期は170,517千円)となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

連結子会社である株式会社イービックス株式の取得による支出(346,055千円)及び、投資有価証券の

取得による支出(21,393千円)等により、投資活動の結果減少したキャッシュ・フローは417,833千円(前

年同期は103,508千円の減少)となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

配当金の支払(51,194千円)、長期及び短期借入金の純減少額(136,354千円)により財務活動の結果減

少したキャッシュ・フローは187,548千円(前年同期は99,348千円の増加)となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％)

システム開発 3,965,958 166.6

事業部門 仕入高(千円) 前年同期比(％)

システム機器販売 274,427 219.8

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

システム開発 4,773,300 184.4 2,789,730 148.0

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

システム開発 3,829,072 166.3

システム機器販売 304,783 193.4

合計 4,133,855 168.0



３ 【対処すべき課題】 

現在、当社グループが直面する経営課題として引き続き以下の３点をあげ、今後の業績のさらなる向上

を目指しております。 

① 売上（ビジネスボリューム）の拡大 

当社は連結子会社を含めたグループでの売上拡大に努めております。これまでもＭ＆Ａや他企業との

アライアンスを進めてまいりましたが、利益の拡大には今後もこのような手法を用いながら売上の拡大

を進める必要があります。 

② 収益性の向上 

売上だけでなく収益性を向上させなければ、利益拡大の継続は難しいと考えております。当社はこれ

まで新規顧客の開拓や営業譲受等により収益率の向上を図ることができましたが、一方ではさらに技術

開発力を強化し、顧客のニーズにいち早く応える必要があります。また、一括受注案件の比率をさらに

高めるために、プロジェクト管理の厳格化も進める必要があります。 

③ ブランドの構築 

当社が創業以来目指す「技術のイーウェーヴ」として認知されるためには、上記２つの課題に加えて

ＩＲを充実させる必要があります。 

  

これらの課題をクリアするためにも、顧客密着型の展開をより進めることで、「トータルソリューシ

ョンプロバイダ」を目指してまいります。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における研究開発活動は、前連結会計年度に引き続き事業開発室を中心としてシス

テム開発部門において実施しております。研究開発活動の内容は下記のとおりであります。 

(1)システム構築の部品化としてのＥＪＢの蓄積 

これからのシステム開発は、すべて手作業で組み上げるのではなく、その品質の向上、開発期間の短

縮、コストの低減等の理由から、プログラムをモジュール化して再利用する方法が進んでくるものと予

想されます。当社グループは前連結会計年度に引き続き、オブジェクト指向技術を採用したＪａｖａの

部品化であるＥＪＢを採用して独自でモジュールの蓄積を研究し、実施しております。 

(2)高機能リコメンドエンジンの開発（「RichContext」の開発） 

インターネットアプリケーション、Ｗｅｂシステムの普及にともなう高付加価値システムのニーズが高

まる中、当社グループは高機能リコメンドエンジンの開発に着手し、Ｗｅｂページを動的に生成するコン

テンツ・リコメンド・ソリューションの提供を計画しております。 

 このコンテンツ・リコメンド・ソリューションは、電子商店などでサイトにアクセスするユーザー（顧

客）の好みを分析し、ユーザーごとに興味のありそうな情報を選択して表示するリコメンデーションを可

能にするソリューションです。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発

行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 86,000

計 86,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 24,530 24,530

大阪証券取引所
ニッポン・ニュー・
マーケット－「ヘラ
クレス」

―

計 24,530 24,530 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株引受権の状況 

  

(平成16年６月29日定時株主総会決議) 

 
(注) １ なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数を切り上げる。 

 
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、払込金額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。 

２ 新株予約権の条件は、以下のとおりであります。 

(1) 新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、権利行使時において、当社の取締役、

執行役員もしくは従業員であることを要する。 

(2) その他の新株予約権の行使の条件は、取締役会決議により決定する。 

３ 新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利

を喪失した者の新株予約権の数を減じております。 

４ 退職により、新株予約権の目的となる株式の数20株は失権しております。 

  

  

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 371株 371株

新株予約権の行使時の払込金額 182,700円 (注１) 182,700円 (注１)

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～
平成20年６月30日

平成18年７月１日～
平成20年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 182,700円
資本組入額 91,350円

発行価格 182,700円
資本組入額 91,350円

新株予約権の行使の条件 (注２) (注２)

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率



② 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく新株予約権の状況 

  

(平成18年６月28日定時株主総会決議) 

 
(注) １ 新株予約権発行後、下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された行使価額に新株予約権１

個当たりの目的である株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価額は、１円未満の端数を切り上げ

る。 

  ① 当社が株式分割または株式併合を行う場合 

 
 ② 当社が時価を下回る価額で募集株式を発行(株式の無償割当てによる株式の発行および自己株式を交付

する場合を含み、新株予約権(新株予約権社債も含む)の行使による場合および当社の普通株式に転換でき

る証券の転換による場合を除く)する場合 

 
   ２ 新株予約権の条件は以下のとおりであります。 

 ① 新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という)は、権利行使時においても、当社または

当社子会社の取締役、執行役員および従業員の地位にあることを要するものとする。 

 ② その他の条件については、取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めるところによる。 

３ 新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により権利

を喪失した者の新株予約権の数を減じております。 

   

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 500株 490株

新株予約権の行使時の払込金額 ―   (注１) 194,250円 (注１)

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日～
平成22年６月30日

平成20年７月１日～
平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 ― 円
資本組入額 ― 円

発行価格 260,425円
資本組入額 130,213円

新株予約権の行使の条件 (注２) (注２)

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

    調整後行使価額＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

  調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数×新規発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 当社は、自己株式500株(2.04％)を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

２ ㈱名鉄システム開発は、平成18年４月14付で㈱イービックスに商号変更し、本社住所を上記に移転してお 

  ります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年４月１日～
平成18年９月30日

― 24,530 ― 711,337 ― 695,307

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

滝澤 正盛 長野県松本市 3,663 14.93

住商情報システム㈱ 東京都中央区晴海1-8-12 2,500 10.19

㈲フライト 長野県松本市大字稲倉130-1 1,740 7.09

松田 守弘 大阪府大阪市 1,661 6.77

イクシス インベスター サー
ビシズ パリ

東京都千代田区丸の内2-7-1 1,000 4.07

大阪証券金融㈱ 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 924 3.76

イーウェーヴ社員持株会
大阪府大阪市中央区安土町1-8-15
 野村不動産大阪ビル４Ｆ

798 3.25

㈱イービックス 長野県松本市島立845-1 760 3.09

資産管理サービス信託銀行㈱ 
(金銭信託口)

東京都中央区晴海1-8-12 556 2.26

佐藤 育子 兵庫県西宮市 300 1.22

計 ― 13,902 56.63



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所「ヘラクレス」市場におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 500

― ―

完全議決権株式(その他)
 
普通株式 24,030 24,030 １株につき１個の議決権を有する

発行済株式総数 24,530 ― ―

総株主の議決権 ― 24,030 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式） 
株式会社イーウェーヴ

大阪市中央区安土町1-8-15
 野村不動産大阪ビル４Ｆ

500 ― 500 2.04

計 ― 500 ― 500 2.04

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 257,000 260,000 220,000 245,000 214,000 200,000

最低(円) 190,000 185,000 162,000 170,000 181,000 176,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに第18期中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び第19期中間会計期間(平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査

を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 741,052 788,972 1,270,942

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２ 833,234 1,466,308 1,140,185

 ３ たな卸資産 265,126 221,301 103,841

 ４ その他 110,424 143,027 105,831

 ５ 貸倒引当金 △5,986 △5,088 △3,500

   流動資産合計 1,943,851 77.3 2,614,521 72.2 2,617,300 79.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 118,769 4.7 141,496 4.0 110,585 3.4

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 165,391 161,081 173,991

  (2) のれん － 264,540 －

  (3) その他 15,423 67,202 38,326

   無形固定資産合計 180,815 7.2 492,824 13.6 212,317 6.5

 ３ 投資その他の資産 270,329 10.8 369,888 10.2 350,937 10.6

   固定資産合計 569,914 22.7 1,004,208 27.8 673,840 20.5

   資産合計 2,513,765 100.0 3,618,729 100.0 3,291,141 100.0



前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※２ 390,649 686,311 437,415

 ２ 短期借入金 400,000 400,000 450,000

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

8,350 4,648 3,352

 ４ 未払法人税等 52,937 115,292 88,763

 ５ 賞与引当金 114,722 150,884 109,000

 ６ 役員賞与引当金 － 6,000 －

 ７ その他 146,379 252,164 152,424

   流動負債合計 1,113,038 44.3 1,615,300 44.7 1,240,955 37.7

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 138,241 193,675 150,921

 ２ 役員退職慰労引当金 18,137 21,466 19,587

 ３ 繰延税金負債 － 64,621 －

   固定負債合計 156,378 6.2 279,763 7.7 170,508 5.2

   負債合計 1,269,416 50.5 1,895,063 52.4 1,411,463 42.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 458,737 18.2 － － 711,337 21.6

Ⅱ 資本剰余金 442,707 17.6 － － 695,307 21.1

Ⅲ 利益剰余金 419,659 16.7 － － 536,548 16.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

5,304 0.2 － － 18,543 0.7

Ⅴ 自己株式 △82,060 △3.2 － － △82,060 △2.5

   資本合計 1,244,348 49.5 － － 1,879,677 57.1

   負債及び資本合計 2,513,765 100.0 － － 3,291,141 100.0



 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － 711,337 －

 ２ 資本剰余金 － 695,307 －

 ３ 利益剰余金 － 587,843 －

 ４ 自己株式 － △268,260 －

   株主資本合計 － － 1,726,229 47.7 － －

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

－ △2,562 －

   評価・換算差額等 
   合計

－ － △2,562 △0.1 － －

   純資産合計 － － 1,723,666 47.6 － －

   負債純資産合計 － － 3,618,729 100.0 － －



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,460,110 100.0 4,133,855 100.0 5,568,487 100.0

Ⅱ 売上原価 ※３ 2,027,493 82.4 3,440,942 83.2 4,626,219 83.1

   売上総利益 432,616 17.6 692,912 16.8 942,268 16.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 327,658 13.3 496,327 12.0 640,667 11.5

   営業利益 104,958 4.3 196,585 4.8 301,600 5.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 320 327 669

 ２ 受取配当金 306 1,384 1,180

 ３ 受取保険事務手数料 445 491 830

 ４ 受取保険金 1,869 1,609 1,869

 ５ その他 1,281 4,223 0.1 1,048 4,861 0.1
 

3,683
8,233 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2,855 3,554 5,989

 ２ 新株発行費 － － 4,822

 ３ リース解約損 490 － －

 ４ 為替差損 － 1,107 －

 ５ その他 320 3,665 0.1 678 5,340 0.1 1,138 11,950 0.2

   経常利益 105,516 4.3 196,106 4.8 297,883 5.3

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 42,815 1,408 50,019

 ２ 貸倒引当金戻入益 381 43,196 1.8 － 1,408 0.0 － 50,019 0.9

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券評価損 － 1,192 728

 ２ 固定資産除売却損 ※２ 43,129 43,129 1.8 1,489 2,682 0.0 43,605 44,334 0.8

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

105,582 4.3 194,832 4.8 303,569 5.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

45,560 111,968 125,127

   還付法人税等 － △14,300 －

   法人税等調整額 △10,326 35,233 1.5 △17,325 80,342 2.0 △8,797 116,329 2.1

   少数株主利益 654 0.0 － － 654 0.0

   中間(当期)純利益 69,695 2.8 114,489 2.8 186,585 3.3



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 441,707 441,707

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 増資による新株式の発行 － 250,000

 ２ 新株予約権等の権利行使 
   による株式の発行

999 999 3,599 253,599

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高

442,707 695,307

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 400,807 400,807

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 69,695 69,695 186,585 186,585

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 42,844 42,844

 ２ 役員賞与 8,000 50,844 8,000 50,844

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高

419,659 536,548



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本
評価・換算 
差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) 711,337 695,307 536,548 △82,060 1,861,132 18,543 1,879,677

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △51,194 △51,194 △51,194

 役員賞与(注) △12,000 △12,000 △12,000

 中間純利益 114,489 114,489 114,489

 新規連結子会社保有の当社株式 △186,200 △186,200 △186,200

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額(純額)

△21,106 △21,106

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

－ － 51,295 △186,200 △134,904 △21,106 △156,011

平成18年９月30日残高(千円) 711,337 695,307 587,843 △268,260 1,726,229 △2,562 1,723,666



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前 
   中間(当期)純利益

105,582 194,832 303,569

 ２ 減価償却費 25,400 39,827 66,817

 ３ のれん償却額 － 29,350 －

 ４ 貸倒引当金の増加額 3,004 37 5,857

 ５ 賞与引当金の増加額 10,222 12,891 4,500

 ６ 退職給付引当金の増加額 8,967 8,828 21,647

 ７ 受取利息及び受取配当金 △626 △1,711 △1,850

 ８ 支払利息 2,855 3,554 5,989

 ９ 新株発行費 － － 4,822

 10 投資有価証券売却益 △42,815 △1,408 △50,019

 11 固定資産除売却損 43,129 1,489 43,605

 12 売上債権の増加額(△) 
   または減少額

170,571 △54,829 △141,718

 13 たな卸資産の増加額(△) 
   または減少額

△30,500 △107,584 130,785

 14 仕入債務の増加額 
   または減少額（△）

△37,769 148,237 8,660

 15 役員賞与 △8,000 △12,000 △8,000

 16 その他 △35,091 △20,321 △5,188

    小計 214,931 241,191 389,478

 17 利息及び配当金の受取額 624 1,715 1,815

 18 利息の支払額 △3,014 △3,503 △5,813

 19 法人税等の支払額 △42,023 △131,793 △92,352

 20 還付法人税等の受取額 － 14,300 －

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

170,517 121,910 293,127



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による 
   支出

△22,100 △1,500 △25,858

 ２ 定期預金の払戻による 
   収入

－ － 23,604

 ３ 有形固定資産の取得 
   による支出

△97,219 △13,526 △99,279

 ４ 有形固定資産の売却 
   による収入

22,567 － 24,681

 ５ 営業譲受による支出 ※３ － － △30,595

 ６ 無形固定資産の取得 
   による支出

△79,573 △38,652 △118,415

 ７ 投資有価証券の取得 
   による支出

△17,490 △21,393 △112,217

 ８ 投資有価証券の売却 
   による収入

66,174 13,315 112,410

 ９ 子会社株式の取得による 
   支出

※２ △4,590 △346,055 △4,590

 10 持分法適用会社の 
   株式取得による支出

△6,400 － △6,400

 11 持分法適用会社の 
   株式売却による収入

31,200 － 31,200

 12 貸付けによる支出 △420 － △3,170

 13 貸付金の回収による収入 3,690 2,180 6,950

 14 その他 653 △12,201 △20,082

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△103,508 △417,833 △221,763

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増加額 
   または純減少額(△)

150,000 △126,000 200,000

 ２ 長期借入金の返済による 
   支出

△9,808 △10,354 △14,806

 ３ 株式の発行による収入 2,000 － 502,377

 ４ 配当金の支払額 △42,844 △51,194 △42,844

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

99,348 △187,548 644,727

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加額または減少額(△)

166,356 △483,470 716,092

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

532,839 1,248,932 532,839

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 699,196 765,461 1,248,932



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 １社

   連結子会社の名称

   トータルシステムソリューシ

ョン株式会社

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 ２社

   連結子会社の名称

   トータルシステムソリューシ

ョン株式会社

   株式会社イービックス 

     株式会社イービックスは、

平成18年４月３日の株式取得

に伴い、当中間連結会計期間

より連結子会社となりまし

た。

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数 １社

   連結子会社の名称

   トータルシステムソリューシ

ョン株式会社

 (2) 非連結子会社の数

   該当事項はありません。

 (2) 非連結子会社の数

同左

 (2) 非連結子会社の数

同左

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した関連会社数

－社

   前連結会計年度において持分

法適用会社であった(株)スタ

ー・ツアーズ・ジャパンは、所

有株式の売却に伴い持分法適用

会社に該当しなくなったため、

当中間連結会計期間より持分法

適用の範囲から除外しました。

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した関連会社数

－社

    ───────

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法を適用した関連会社数

－社

   前連結会計年度において持分

法適用会社であった(株)スタ

ー・ツアーズ・ジャパンは、所

有株式の売却に伴い持分法適用

会社に該当しなくなったため、

当連結会計年度より持分法適用

の範囲から除外しました。

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社

   該当事項はありません。

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社

同左

 (2) 持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社

同左

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

   連結子会社の中間決算日は、

中間連結決算日と一致しており

ます。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しており

ます。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの

中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ① 有価証券 

   その他有価証券

    時価のあるもの

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

    時価のないもの

    移動平均法による原価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左

  ② たな卸資産

    商品

     総平均法による原価法

  ② たな卸資産

    商品

同左

  ② たな卸資産

    商品

同左

    仕掛品

     個別法による原価法

    仕掛品

同左

    仕掛品

同左

    貯蔵品

     最終仕入原価法

    貯蔵品

同左

    貯蔵品

同左



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

    定率法によっております。

ただし、平成10年４月１

日以降に新規に取得した建

物(建物附属設備を除く)に

ついては定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

建物 ３～34年

その他 ４～６年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  ① 有形固定資産

同左

  ② 無形固定資産   ② 無形固定資産   ② 無形固定資産

市場販売目的のソフトウェア

見込販売量に基づく償却

額と、見込販売有効期間

（３年）に基づく均等配分

額とを比較し、いずれか大

きい額を計上しておりま

す。

市場販売目的のソフトウェア

同左

市場販売目的のソフトウェア

同左

    自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期

間（３～５年）に基づく定

額法によっております。

    自社利用のソフトウェア

同左

    自社利用のソフトウェア

同左

     ──────     のれん

５年間で毎期均等償却し

ております。

     ──────

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

売上債権及び貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

同左

  ② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備える

ため、支給見込額のうち当中

間連結会計期間負担額を計上

しております。

  ② 賞与引当金

同左

  ② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備える

ため、支給見込額のうち当連

結会計年度負担額を計上して

おります。



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ③   ──────

 

 

 

 

 

  ③ 役員賞与引当金

当社は、役員賞与の支払に

備えるため、当連結会計年度

における支給見込額のうち当

中間連結会計期間負担額を計

上しております。

  ③   ──────

 

 

 

 

 

  ④ 退職給付引当金

当社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計期

間末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき

当中間連結会計期間において

発生していると認められる額

を計上しております。

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。

連結子会社は、自己都合退

職による中間期末要支給額

（中小企業退職金共済から支

給される金額を除く。）相当

額を計上しております。

  ④ 退職給付引当金

同左

  ④ 退職給付引当金

当社は、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき

当連結会計年度において発生

していると認められる額を計

上しております。

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。

連結子会社は、自己都合退

職による期末要支給額（中小

企業退職金共済から支給され

る金額を除く。）相当額を計

上しております。

  ⑤ 役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に

基づく中間連結会計期間末要

支給額を計上しております。

  ⑤ 役員退職慰労引当金

同左

  ⑤ 役員退職慰労引当金

当社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に

基づく連結会計年度末要支給

額を計上しております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金

利スワップについては、特例

処理を採用しております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

借入金を対象とした金利ス

ワップ取引を採用しておりま

す。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

当社グループは、財務上発

生している金利リスクをヘッ

ジし、リスク管理を効率的に

行うためにデリバティブ取引

を導入しております。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

特例処理によっている金利

スワップについては、有効性

の評価を省略しております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  ① 消費税等の処理方法

税抜方式によっておりま

す。

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  ① 消費税等の処理方法

同左

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

  ① 消費税等の処理方法

同左

  ② デリバティブ取引により生

じる正味の債権及び債務の評

価基準及び評価方法

    時価法によっております。

  ② デリバティブ取引により生

じる正味の債権及び債務の評

価基準及び評価方法

同左

  ② デリバティブ取引により生

じる正味の債権及び債務の評

価基準及び評価方法

同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

   手許現金、随時引出し可能な

預金及び取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投

資からなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。

     ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

     ────── (役員賞与に関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」(企業会計

基準第４号 平成17年11月29日)を

適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益は、それ

ぞれ6,000千円減少しております。

     ──────

     ────── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,723,666千円で

あります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表の純資産の部につい

ては、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。

     ──────

     ────── (企業結合に係る会計基準等) 

 当中間連結会計期間より「企業結

合に係る会計基準」(企業会計審議

会 平成15年10月31日)及び「事業

分離等に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号)並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準適用指針第10号)を適用し

ております。

     ──────



表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

――――――─ （中間連結貸借対照表）

前中間連結会計期間において無形固定資産の「その

他」に含めておりました「連結調整勘定」（前中間連結

会計期間3,028千円）については、資産総額の100分の５

を超えたため、当中間連結会計期間より「のれん」とし

て区分掲記しております。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）

前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めておりました「連結調整

勘定償却額」（前中間連結会計期間460千円）は、当中

間連結会計期間から「のれん償却額」として区分掲記し

ております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

33,412千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

59,642千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

42,311千円

    ───────

 

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形等

   当中間連結会計期間末日が金

融機関の休日であったため、中

間連結会計期間末日決済予定の

受取手形、売掛金、買掛金は翌

営業日の決済処理となってお

り、下記の科目に中間連結会計

期間末日決済予定金額が含まれ

ております。

受取手形及び売掛金 49,587千円

買掛金 31,064千円

    ───────

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費用及び金額は次のとお

りであります。

役員報酬 47,700千円

給料手当 113,831

賞与 1,026

賞与引当金 
繰入額

9,367

退職給付費用 1,572

役員退職慰労 
引当金繰入額

1,322

支払手数料 22,006

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費用及び金額は次のとお

りであります。

役員報酬 81,060千円

給料手当 176,810

賞与 1,076

賞与引当金
繰入額

13,655

退職給付費用 2,338

役員退職慰労
引当金繰入額

1,879

支払手数料 12,297

役員賞与引当

金繰入額
6,000

のれん償却額 29,350
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費用及び金額は次のとお

りであります。

役員報酬 100,200千円

給料手当 225,945

賞与 9,541

賞与引当金 
繰入額

10,389

退職給付費用 3,044

役員退職慰労 
引当金繰入額

2,772

支払手数料 54,491

貸倒引当金 
繰入額

5,857

 

※２ 固定資産除売却損の内訳

建物除却損 676千円

土地建物 
売却損

42,383

工具器具及び 
備品除却損

69
 

※２ 固定資産除売却損の内訳

建物除却損 1,395千円

工具器具及び
備品除却損

94

※２ 固定資産除売却損の内訳

建物除却損 676千円

土地建物
売却損

42,383

車両売却損 475

工具器具及び 
備品除却損

69

     ─────── ※３ 売上原価に含まれるたな卸資

産評価減          

33,107千円

    ───────



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 新規連結子会社が保有していた自己株式(当社株式)    760株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(注) 配当金の総額には、連結子会社への配当金も含まれております。 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 24,530 － － 24,530

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 500 760 － 1,260

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 52,866 2,200 平成18年３月31日 平成18年６月28日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間連

結期末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額

との関係

   (平成17年９月30日現在)

現金及び 
預金勘定

741,052千円

預入期間が３
ヶ月を超える
定期預金等

△41,856千円

現金及び 
現金同等物

699,196千円

※１ 現金及び現金同等物の中間連

結期末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額

との関係

   (平成18年９月30日現在)

現金及び
預金勘定

788,972千円

預入期間が３
ヶ月を超える
定期預金等

△23,510千円

現金及び
現金同等物

765,461千円  

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

   (平成18年３月31日現在)

現金及び
預金勘定

1,270,942千円

預入期間が３
ヶ月を超える
定期預金等

△22,010千円

現金及び
現金同等物

1,248,932千円

      ───────

 

※２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産およ

び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに㈱イ

ービックスを連結したことに伴

う連結開始時の資産及び負債の

内訳並びに株式の取得価額と取

得による支出(純額)との関係は

以下のとおりであります。

流動資産 517,459千円

固定資産(のれ
んを除く)

233,608千円

のれん 290,862千円

流動負債 △368,586千円

固定負債 △108,570千円

㈱イービック
ス株式の取得
価額

564,773千円

㈱イービック
スの現金及び
現金同等物

△218,718千円

㈱イービック
スの取得によ
る支出

346,055千円

    ───────

     ──────      ────── ※３ 営業譲渡による支出は、㈱ト

ータルインフォメーションエー

ジェンシイから譲り受けた営業

権等に対するものであります。



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額（借主側）

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

有形固定 
資産

41,713 12,825 28,887

ソフト 
ウェア

15,504 6,082 9,421

合計 57,217 18,908 38,309

１) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額（借主側）

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

有形固定 
資産

84,352 21,759 62,593

ソフト 
ウェア

29,996 12,030 17,966

合計 114,349 33,790 80,559

１) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額（借主側）

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

有形固定
資産

50,967 14,021 36,945

ソフト
ウェア

22,679 8,311 14,368

合計 73,647 22,333 51,314

２) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 11,955千円

１年超 27,090千円

合計 39,045千円

２) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 26,344千円

１年超 55,756千円

合計 82,100千円

２) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 16,960千円

１年超 35,250千円

合計 52,211千円

３) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 7,559千円

減価償却費 
相当額

6,899千円

支払利息 
相当額

541千円

３) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 11,737千円

減価償却費
相当額

11,439千円

支払利息
相当額

924千円

３) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 15,928千円

減価償却費
相当額

14,692千円

支払利息
相当額

1,276千円

４) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

４) 減価償却費相当額の算定方法

同左

４) 減価償却費相当額の算定方法

同左

５) 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

５) 利息相当額の算定方法

同左

５) 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、下落率が30％～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・

最安値と帳簿価額との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財

務諸表ベースの各種財務比率の検討等により信用リスクの評価を行い、総合的に判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

取得原価 
(千円)

中間連結貸借対照表
計上額(千円)

差額 
(千円)

 ① 株式 45,605 56,857 11,252

 ② 債券 － － －

 ③ その他 10,119 11,662 1,542

小計 55,725 68,520 12,794

中間連結貸借対照表計上額 
(平成17年９月30日)

その他有価証券

 ① 非上場株式 2,540千円

 ② 非上場外国債券 5,361千円

合計 7,901千円



(当中間連結会計期間) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処理を行

い、投資有価証券評価損1,192千円を計上しております。 

なお、下落率が30％～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当中間連結会計期間における最高値・

最安値と帳簿価額との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財

務諸表ベースの各種財務比率の検討等により信用リスクの評価を行い、総合的に判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

取得原価 
(千円)

中間連結貸借対照表
計上額(千円)

差額 
(千円)

 ① 株式 105,782 103,211 △2,570

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 10,128 12,255 2,126

小計 115,911 115,467 △443

中間連結貸借対照表計上額 
(平成18年９月30日)

その他有価証券

 ① 非上場株式 12,540千円

 ② 非上場外国債券 4,629千円

合計 17,169千円



(前連結会計年度) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、第18期において減損処理を行い、投資有価証

券評価損728千円を計上しております。 

なお、下落率が30％～50％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安

値と帳簿価格との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸

表ベースの各種財務比率の検討等により信用リスクの評価を行い、総合的に判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

取得原価 
(千円)

連結貸借対照表
計上額(千円)

差額 
(千円)

 ① 株式 96,945 123,764 26,819

 ② 債券 ― ― ―

 ③ その他 10,128 14,468 4,339

合計 107,073 138,232 31,158

連結貸借対照表計上額
(平成18年３月31日)

その他有価証券

 ① 非上場株式 12,540千円

 ② 非上場外国債券 5,736千円

合計 18,276千円



(デリバティブ取引関係) 

  

 
(注) 時価の算定方法 

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

  該当事項はありません。 

  

区分 種類

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

契約額等 
(千円)

契約額等 
のうち 
１年超 
(千円)

時価 
(千円)

評価損益 
(千円)

契約額等
(千円)

契約額等
のうち 
１年超 
(千円)

時価
(千円)

評価損益
(千円)

契約額等
(千円)

契約額等 
のうち 
１年超 
(千円)

時価 
(千円)

評価損益
(千円)

市場取引 
以外の 
取引

金利スワッ
プ取引

100,000 100,000 △1,437 △1,437 100,000 100,000 △607 △607 100,000 100,000 △719 △719

変動受取・
固定支払

合計 100,000 100,000 △1,437 △1,437 100,000 100,000 △607 △607 100,000 100,000 △719 △719



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高、営業利益の合計金額に占める「システム開発事業」の割合がいずれも90％

を超えているため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

全セグメントの売上高、営業利益の合計金額に占める「システム開発事業」の割合がいずれも90％

を超えているため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高、営業利益及び資産の合計金額に占める「システム開発事業」の割合がいず

れも90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

在外子会社及び海外支店がないため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

在外子会社及び海外支店がないため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

在外子会社及び海外支店がないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 58,006円18銭 １株当たり純資産額 74,072円46銭 １株当たり純資産額 77,722円75銭

１株当たり 
中間純利益

3,253円46銭
１株当たり 
中間純利益

4,920円03銭
１株当たり
当期純利益

7,979円89銭

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間純利益

3,233円81銭
潜在株式調整後
１株当たり 
中間純利益

4,911円98銭
潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

7,932円80銭

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 69,695 114,489 186,585

普通株主に帰属しない金額の主
要な内訳

 利益処分による 
 役員賞与金

(千円) ― ― 12,000

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― 12,000

普通株式に係る中間(当期)純利
益

(千円) 69,695 114,489 174,585

普通株式の期中平均株式数 (株) 21,422 23,270 21,878

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に用いられた普通株式増
加数の主要な内訳

 新株引受権 (株) 92 ― 82

 新株予約権 (株) 38 38 48

普通株式増加数 (株) 130 38 130

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益の
算定に含まれなかった潜在株式の概要

―――   ─── ―――



(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当社は、平成17年9月16日開催の

取締役会において、株式会社トータ

ルインフォメーションエージェンシ

イ(以下ＴＩＡ)の営業の一部を譲り

受けることを決議し、平成17年９月

20日に営業譲渡契約書を締結しまし

た。

 営業の譲り受けに関する概要は以

下のとおりであります。

 １ 営業譲受の理由

   当社は全国でシステム開発や

アウトソーシングのサービスを

提供しておりますが、最大のマ

ーケットである首都圏での顧客

および開発技術者の獲得は、早

急の課題でありました。今回の

ＴＩＡからの営業一部譲り受け

により、この商圏への対応の改

善を図ることが可能と考えま

す。

 ２ 営業譲受の内容

   システム開発事業およびシス

テム機器販売事業の一部

 ３ 譲受価額

   金 22,050千円

 ４ 営業譲受する相手会社の概要

  (1)商号 ：

株式会社トータルインフォ

メーションエージェンシイ

  (2)事業概要 ：

システム開発、パッケージ

ソフトおよび情報処理機器

販売、保守およびメンテナ

ンス等

 ５ 営業譲受の日程

   平成17年９月20日

   営業譲渡契約書締結

   平成17年10月 1日

   営業譲受日

     ───────

 

 当社は、業務内容の拡大、新規事

業による相乗効果及び新たな顧客の

開拓を目的として、株式会社名鉄シ

ステム開発の株式取得のため、平成

18年４月１日に株式会社名鉄システ

ム開発の全株式を所有している信州

名鉄運輸株式会社と株式譲渡契約を

締結し、平成18年４月３日付けで譲

り受けました。

 １ 株式を取得した会社の概要

(1)商号  株式会社名鉄シス

テム開発

(平成18年４月14日付けで(株)

イービックスに商号変更)

(2)所在地 長野県松本市

(3)事業内容 ソフトウェア開

発、数値解析、

ネットワーク構

築 及 び 運 用 支

援、人材派遣等

(4)資本金 30百万円

(5)決算期 ３月31日

(6)最近事業年度における総資

産の額

754百万円

 ２ 取得株式の数、取得価額及び

取得後の持株比率

(1)取得株式数

600株 (所有割合100％)

(2)取得価額

564百万円 (付随費用含む)

 ３ 支払資金の調達

  支払資金につきましては、金融

機関からの借入金及び自己資金

により調達いたしました。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 646,592 589,310 1,169,355

 ２ 受取手形 ※２ 40,702 116,461 15,202

 ３ 売掛金 ※２ 673,673 919,479 995,796

 ４ たな卸資産 250,684 160,609 92,084

 ５ その他 93,236 106,550 91,426

   貸倒引当金 △1,531 △2,229 △2,154

   流動資産合計 1,703,357 72.7 1,890,183 58.3 2,361,712 75.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 109,385 118,899 104,404

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 165,362 148,492 173,991

  (2) その他 11,934 65,726 35,297

    無形固定資産合計 177,297 214,218 209,289

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 211,268 834,182 291,356

  (2) その他 150,804 192,579 157,247

   貸倒引当金 △8,276 △8,271 △8,275

    投資その他の資産 
    合計

353,796 1,018,490 440,327

    固定資産合計 640,479 27.3 1,351,609 41.7 754,022 24.2

    資産合計 2,343,837 100.0 3,241,792 100.0 3,115,734 100.0



前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※２ 316,446 451,582 346,296

 ２ 短期借入金 400,000 430,000 480,000

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

8,350 － 3,352

 ４ 未払法人税等 52,835 90,434 88,558

 ５ 賞与引当金 105,722 110,000 100,000

 ６ 役員賞与引当金 － 6,000 －

 ７ その他 106,576 136,560 113,002

   流動負債合計 989,930 42.2 1,224,577 37.8 1,131,209 36.3

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 114,555 134,874 124,886

 ２ 役員退職慰労引当金 18,137 21,466 19,587

   固定負債合計 132,692 5.7 156,340 4.8 144,473 4.6

   負債合計 1,122,622 47.9 1,380,917 42.6 1,275,683 40.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 458,737 19.6 － － 711,337 22.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 442,707 － 695,307

   資本剰余金合計 442,707 18.9 － － 695,307 22.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 8,680 － 8,680

 ２ 任意積立金 330,432 － 330,432

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

61,379 － 161,776

   利益剰余金合計 400,491 17.1 － － 500,889 16.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,338 0.0 － － 14,577 0.5

Ⅴ 自己株式 △82,060 △3.5 － － △82,060 △2.6

   資本合計 1,221,214 52.1 － － 1,840,051 59.1

   負債及び資本合計 2,343,837 100.0 － － 3,115,734 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 711,337 21.9 － －

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 － 695,307 －

   資本剰余金合計 － － 695,307 21.4 － －

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 － 8,680 －

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 － 410,000 －

    特別償却準備金 － 264

    繰越利益剰余金 － 120,455 －

   利益剰余金合計 － － 539,400 16.7 － －

 ４ 自己株式 － － △82,060 △2.5 － －

   株主資本合計 － － 1,863,985 57.5 － －

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

－ △3,110 －

   評価・換算差額等 
   合計

－ － △3,110 △0.1 － －

   純資産合計 － － 1,860,875 57.4 － －

   負債純資産合計 － － 3,241,792 100.0 － －



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,094,979 100.0 2,672,352 100.0 4,802,443 100.0

Ⅱ 売上原価 ※６ 1,733,557 82.7 2,247,423 84.1 4,022,603 83.8

   売上総利益 361,422 17.3 424,928 15.9 779,840 16.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 254,775 12.2 286,225 10.7 500,723 10.4

   営業利益 106,646 5.1 138,702 5.2 279,116 5.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 4,094 0.2 19,439 0.7 7,243 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 3,615 0.2 4,599 0.2 11,678 0.2

   経常利益 107,125 5.1 153,542 5.7 274,681 5.7

Ⅵ 特別利益 ※４ 22,951 1.1 1,408 0.1 29,774 0.6

Ⅶ 特別損失 ※５ 43,129 2.1 1,192 0.0 43,858 0.9

   税引前中間(当期) 
   純利益

86,947 4.1 153,757 5.8 260,597 5.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

45,448 87,344 124,913

   還付法人税等 － △14,300 －

   法人税等調整額 △7,596 37,852 1.8 △22,664 50,379 1.9 △13,808 111,105 2.3

   中間(当期)純利益 49,094 2.3 103,377 3.9 149,492 3.1

   前期繰越利益 12,284 12,284

   中間(当期)未処分 
   利益

61,379 161,776



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本
評価・換算

差額等

純資産 

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計

その他 

有価証券 

評価差額金資本準備金
利益 
準備金

その他利益剰余金

別途積立金
特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
(千円)

711,337 695,307 8,680 330,000 432 161,776 △82,060 1,825,474 14,577 1,840,051

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △52,866 △52,866 △52,866

 役員賞与(注) △12,000 △12,000 △12,000

 別途積立金の積立(注) 80,000 △80,000 －

 特別償却準備金の取崩  
 (注)

△167 167 －

 中間純利益 103,377 103,377 103,377

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

△17,687 △17,687

中間会計期間中の変動額合
計 (千円)

－ － － 80,000 △167 △41,321 － 38,511 △17,687 20,823

平成18年９月30日残高 
(千円)

711,337 695,307 8,680 410,000 264 120,455 △82,060 1,863,985 △3,110 1,860,875



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式

    移動平均法による原価法を

採用しております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  ① 子会社株式

同左

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)を採用しております。

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しておりま

す。

  ② その他有価証券

    時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定)を採用しております。

    時価のないもの

    移動平均法による原価法を

採用しております。

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左

 (2) たな卸資産

  ① 仕掛品

    個別法による原価法を採用

しております。

 (2) たな卸資産

  ① 仕掛品

同左

 (2) たな卸資産

  ① 仕掛品

同左

  ② 商品

    総平均法による原価法

  ② 貯蔵品

    最終仕入原価法による原価

法を採用しております。

  ② 貯蔵品

同左

  ③ 貯蔵品

    最終仕入原価法による原価

法を採用しております。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

    ただし、平成10年４月１日

以降に新規に取得した建物

(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法を採用しており

ます。

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ３～34年

工具、器具 
及び備品

４～６年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左



前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 無形固定資産  (2) 無形固定資産  (2) 無形固定資産

  ① 市場販売目的のソフトウェア

    見込販売収益に基づく償却

額と、見込販売有効期間(３

年)に基づく均等配分額を比

較し、いずれか大きい額を計

上しております。

  ① 市場販売目的のソフトウェア

同左

  ① 市場販売目的のソフトウェア

同左

  ② 自社利用のソフトウェア

    社内における利用可能期間

(３～５年)による定額法を採

用しております。

  ② 自社利用のソフトウェア

同左

  ② 自社利用のソフトウェア

同左

 (3) 長期前払費用

   均等償却によっております。

   なお、償却期間については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

 (3) 長期前払費用

同左

 (3) 長期前払費用

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売上債権及び貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与支給に備えるた

め、支給見込額を計上しており

ます。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

同左

 (3)   ───────  (3) 役員賞与引当金

   役員賞与の支払に備えるた

め、当事業年度における支給見

込額のうち当中間会計期間負担

額を計上しております。

 (3)   ───────

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。

 (4) 退職給付引当金

同左

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

   数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上してお

ります。

 (5) 役員退職慰労引当金

同左

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

４ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理

を採用しております。

５ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   借入金を対象とした金利スワ

ップ取引を利用しています。

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

   財務上発生している金利リス

クをヘッジし、リスク管理を効

率的に行うためにデリバティブ

取引を導入しております。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

   特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評

価を省略しております。

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の処理方法

   税抜方式によっております。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1) 消費税等の処理方法

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 (1) 消費税等の処理方法

同左

 (2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務の評価基

準及び評価方法

   時価法によっております。

 (2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務の評価基

準及び評価方法

同左

 (2) デリバティブ取引により生じ

る正味の債権及び債務の評価基

準及び評価方法

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

     ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。

     ────── (役員賞与に関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計基準

第４号 平成17年11月29日)を適用

しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益は、それぞれ

6,000千円減少しております。

    ──────

     ────── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,860,875千円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。

     ──────

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において固定資産の「無形固定資産」

に含めておりました「ソフトウェア」(前中間会計期間

11,363千円)は、金額的重要性が増したため、当中間会

計期間においては区分掲記しております。なお、前中間

会計期間の「ソフトウェア」11,363千円は「無形固定資

産」の「その他」に含めて記載しております。

         ────────



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

20,172千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

29,127千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

25,867千円

    ───────

 

※２ 中間期末日満期手形等

   当中間期末日が金融機関の休

日であったため、中間期末日決

済予定の受取手形、売掛金、買

掛金は翌営業日の決済処理とな

っており、下記の科目に中間期

末日決済予定金額が含まれてお

ります。

受取手形 2,255千円

売掛金 10,137千円

買掛金 23,036千円

    ───────

 ３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

 ３ 消費税等の取扱い

同左

───―――─



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 320千円

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 314千円

受取配当金 16,809千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 667千円

受取配当金 1,051千円

金利スワップ評

価益
1,133千円

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 2,804千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 3,260千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 6,061千円

新株発行費 4,822千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 4,647千円

無形固定資産 19,392千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 4,511千円

無形固定資産 30,776千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 10,345千円

無形固定資産 53,977千円

※４ 特別利益の主要項目

   投資有価証券売却益

22,570千円

※４ 特別利益の主要項目

   投資有価証券売却益

1,408千円

※４ 特別利益の主要項目

   投資有価証券売却益

29,774千円

 

※５ 特別損失の主要項目

土地建物売却損 42,383千円

建物除却損 676千円

   工具器具及び備品除却損

69千円

   ──────────

 

※５ 特別損失の主要項目

土地建物売却損 42,383千円

建物除却損 676千円

   工具器具及び備品除却損

69千円

     ────── ※６ 売上原価に含まれるたな卸資

産評価減

33,107千円

     ──────

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 500 － － 500



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末 
残高 
相当額 
(千円)

有形固定 
資産

34,618 9,278 25,340

ソフトウ
ェア

15,504 6,082 9,421

合計 50,122 15,360 34,761

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末 
残高 
相当額 
(千円)

有形固定 
資産

57,563 15,405 42,157

ソフトウ
ェア

29,996 12,030 17,966

合計 87,560 27,436 60,123

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

有形固定
資産

43,872 9,587 34,285

ソフトウ
ェア

22,679 8,311 14,368

合計 66,552 17,898 48,653

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 10,161千円

１年超 25,252千円

合計 35,414千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 20,971千円

１年超 40,201千円

合計 61,172千円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 15,145千円

１年超 34,325千円

合計 49,471千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 5,805千円

減価償却費相当額 5,366千円

支払利息相当額 485千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 10,154千円

減価償却費相当額 9,537千円

支払利息相当額 848千円

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 13,242千円

減価償却費相当額 12,272千円

支払利息相当額 1,182千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

同左

⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

(１株当たり情報) 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  

  



(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当社は、平成17年9月16日開催の

取締役会において、株式会社トータ

ルインフォメーションエージェンシ

イ(以下ＴＩＡ)の営業の一部を譲り

受けることを決議し、平成17年９月

20日に営業譲渡契約書を締結しまし

た。

 営業の譲り受けに関する概要は以

下のとおりであります。

 １ 営業譲受の理由

   当社は全国でシステム開発や

アウトソーシングのサービスを

提供しておりますが、最大のマ

ーケットである首都圏での顧客

および開発技術者の獲得は、早

急の課題でありました。今回の

ＴＩＡからの営業一部譲り受け

により、この商圏への対応の改

善を図ることが可能と考えま

す。

 ２ 営業譲受の内容

   システム開発事業およびシス

テム機器販売事業の一部

 ３ 譲受価額

   金 22,050千円

 ４ 営業譲受する相手会社の概要

  (1)商号 ：

株式会社トータルインフォ

メーションエージェンシイ

  (2)事業概要 ：

システム開発、パッケージ

ソフトおよび情報処理機器

販売、保守およびメンテナ

ンス等

 ５ 営業譲受の日程

   平成17年９月20日

   営業譲渡契約書締結

   平成17年10月 1日

   営業譲受日

     ───────

 

 当社は、業務内容の拡大、新規事

業による相乗効果及び新たな顧客の

開拓を目的として、株式会社名鉄シ

ステム開発の株式取得のため、平成

18年４月１日に株式会社名鉄システ

ム開発の全株式を所有している信州

名鉄運輸株式会社と株式譲渡契約を

締結し、平成18年４月３日付けで譲

り受けました。

 １ 株式を取得した会社の概要

(1)商号  株式会社名鉄シス

テム開発

(平成18年４月14日付けで(株)

イービックスに商号変更)

(2)所在地 長野県松本市

(3)事業内容 ソフトウェア開

発、数値解析、

ネットワーク構

築 及 び 運 用 支

援、人材派遣等

(4)資本金 30百万円

(5)決算期 ３月31日

(6)最近事業年度における総資

産の額

754百万円

 ２ 取得株式の数、取得価額及び

取得後の持株比率

(1)取得株式数

600株 (所有割合100％)

(2)取得価額

564百万円 (付随費用含む)

 ３ 支払資金の調達

  支払資金につきましては、金融

機関からの借入金及び自己資金

により調達いたしました。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書の 
訂正報告書

第17期事業年度の有価証券報告書に
係る訂正報告書であります。

平成18年６月28日 
近畿財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第18期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出。

(3) 
 

有価証券報告書の 
訂正報告書

第18期事業年度の有価証券報告書に
係る訂正報告書であります。

平成18年６月30日 
近畿財務局長に提出。

(4) 
 

有価証券報告書の 
訂正報告書

第18期事業年度の有価証券報告書に
係る訂正報告書であります。

平成18年８月11日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 イーウェーヴ 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社イーウェーヴの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社イーウェーヴ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成17年12月13日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  大  西  寛  文  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 イーウェーヴ 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社イーウェーヴの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社イーウェーヴ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成18年12月13日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  大  西  寛  文  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 イーウェーヴ 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社イーウェーヴの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第18期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社イーウェーヴの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成17年12月13日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  大  西  寛  文  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 イーウェーヴ 

 

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社イーウェーヴの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第19期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社イーウェーヴの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成18年12月13日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  大  西  寛  文  ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  尾  仲  伸  之  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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